
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立学校情報機器整備事業に係る各種計画 
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端末整備・更新計画  

  令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

①児童生徒数  371 360 344 329 301 

②予備機を含む 

整備上限台数  
 

414 
   

③整備台数   360    

④③のうち基金事業

によるもの  
 

360 
   

⑤累積更新率   100％    

⑥予備機整備台数   25    

⑦⑥のうち基金事業

によるもの 

 
25 

   

⑧予備機整備率   6.9％    

（端末整備・更新計画の考え方）  

 令和２年度に整備をした４１９台の児童生徒用ウインドウズ端末については、５年間の耐用年数かつ、

ウインドウズ１０のサポート期限を迎えることから、令和７年度に共同調達により端末更新を行い、令

和８年度より使用を開始する。なお、更新の際にはクロームを選択することとする。 

 

（更新対象端末のリユース、リサイクル、処分について） 

〇対象台数４１９台（児童生徒用） 

〇処分方法  
小型家電リサイクル法の認定事業者に再使用・再資源を委託４１９台 

また、役場庁舎内関係各所へ再利用希望台数アンケートを実施し、４１９台のうち一部端末につい

てはデータを消去した上で、教育委員会・役場等での再利用も検討中 
〇端末のデータ消去方法 

 児童生徒用端末の情報資産は重要性分類Ⅲに該当するため、自治体の職員が実施する 

〇 スケジュール 

令和７年８月 再利用希望台数アンケート実施 

令和８年４月 更新端末の使用開始  
令和８年５月 職員による端末データの消去 

令和９年２月 処分事業者選定  
令和９年４月 使用済端末の事業者への引き渡し  



 

ネットワーク整備計画 

 

１ 必要なネットワーク速度が確保できている学校数、総学校数に占める割合（％） 

総学校数 ２校（小学校１校、中学校１校） 

必要なネットワーク速度が確保できている学校数 １校 （小学校０校、中学校１校）  

総学校に占める割合 ５０％ 

 

２ 必要なネットワーク速度の確保に向けたスケジュール 

  （１）ネットワークアセスメントによる課題特定のスケジュール 

     令和６年８月に簡易測定を実施。課題のある学校を特定。 

  （２）ネットワークアセスメントを踏まえた改善スケジュール 

ネットワークアセスメント（簡易測定）の結果を踏まえ、改善策の検討を開始しているが、

現在、日常的な支障が出ていないため、緊急時には購入済みであるモバイルルーターを活用し、

ネットワーク速度を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

校務ＤＸ計画 

 

文部科学省「ＧＩＧＡスクール構想の下での校務の情報化に関する専門家会議」の提言や「ＧＩＧ

Ａスクール構想下での校務ＤＸ化チェックリスト」に示されている、教育委員会及び学校が教育ＤＸ

を推進する際に取り組むことが望ましい項目を実現するために、次に掲げる事項を重点的に推進す

る。 

  

１ 校務支援システムのクラウド化 

現在、教員と保護者間での欠席連絡については、校務支援システムの活用が定着している。しか

しながら、学校から保護者への各種お便り等は紙で配布しており、デジタル化することにより、印

刷コストや印刷・配布にかける時間や手間が省かれ、教職員の負担が軽減されることから積極的に

推進していく。 また、校長会・教頭会等の会議や各種研修会等で１人１台端末を活用し、校務全

般で端末の活用を模索する。 

次期更新の際は、教職員の人事異動に伴う負担を図るため、校務情報化や全道統一システムの導

入を検討する。 

  

２ ＦＡＸ・押印の見直し  

    ＦＡＸと押印の見直しは、校務の効率化、ペーパーレス化を促進させるとともに教員の働き方改

革のために必要であることから、各書類の取扱いについて検討を行い、メールやクラウドサービス

の活用を進めるとともに、各関係機関等に対しても見直しについて協力を求める。 

  

３ 次世代校務支援システムの導入に向けた検討  

  次世代校務支援システムへの移行については、必要な情報を集めるとともに、導入に向けて検討

を行う。 

 

 

 

 

 

 



 

 

１人１台端末の利活用に係る計画 

 

１ １人１台端末をはじめとするＩＣＴ環境によって実現を目指す学びの姿  

学習指導要領や中央教育審議会答申「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～すべての子

供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」では個に応じた指導を一

層重視し、充実を図ることが必要であるとされ、ＩＣＴの活用により学習履歴や生徒指導上のデー

タ、健康診断情報等を蓄積・分析・利活用することが重要であるとしている。個別最適な指導に不

可欠なＩＣＴ環境を整えるとともに、児童生徒がＩＣＴを日常的に活用することにより、自ら見通

しを立てたり、学習の状況を把握し、新たな学習方法を見出したり、自ら学び直しや発展的な学習

を行いやすくなる等の効果が期待できる。  

  

２ ＧＩＧＡ第１期の総括  

本町では令和２年度に１人１台端末を実現し、ネットワークについてもＧＩＧＡスクール構想の

実現に向けた校内無線ＬＡＮを整備した。端末を活用した授業を実施しているが、より一層ＩＣＴ

を活用し、個別最適な学び及び協働的な学びを通して教育の質を向上させ、児童生徒の資質・能力を

着実に伸ばしていくことが求められる。 

長期に学校に来ることができない児童生徒に対しても端末を利用し、授業の配信や連絡手段とし

て活用するなど工夫して取り組んでいる。児童生徒と学校のつながりを多くする手段として大きな

役割を果たしている。  

端末を持ち帰っての家庭学習については、現在も実施しているものの、今後は課題等を整理し、よ

り発展するよう学校と協力しながら進めていく。  

  

 

 

 



 

３ １人１台端末の利活用促進  

１人１台端末は引き続き維持していくこととし、以下を踏まえた活用を促進する。  

（１）１人１台端末の積極的活用  

１人１台端末をさらに活用していくために、教職員の研修を促していくとともに、効果的な利用

方法について情報提供を行う。また、デジタル教科書（教材）の活用が更に進むよう、有用な情報の

取得に努めていく。  

    

（２）個別最適・協働的な学びの充実  

  児童生徒が自ら調べ、自分の考えをまとめ、発表・表現するための環境を整えていく。また異学

年間の学びも含め、共同で作成・編集等を行う活動や多様な意見を共有しつつ、合意形成を図る活

動など協働的な学びについて進めていく。  

  

（３）学びの保障  

様々な理由により学校に来ることができない児童生徒に対して、1 人 1 台端末を利用して学校

とのつながりをもたせる活用を引き続き行う。授業の視聴・参加を含め様々な場面で活用の方法を

探り、実態に応じた端末の活用を行うこととし、支援が必要な児童生徒について有効な活用方法を

探り、一人ひとりの学びを保証していく。  

また、児童生徒の教育相談や心の健康観察においても１人１台端末が有効に活用されるよう工夫

していく。 


